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ているかどうかである。

一方、中国のような社会主義国では、政策プロセ

スの透明性は明らかに欠如している。全国人民代表

大会は民主主義国家の議会の役割を果たしておらず、

「ゴム印」と揶揄されている。政策の決定と実行に

ついて十分な論議が行われず、往々にして権力者の

トップダウンによって決定され、そのまま実行に移

される。中国の歴代指導者は歴史に自らの名を残そ

うとするために、いわゆる「面子工程」（メンツプロジェ

クト）の建設を行うことが多い。1980年代、最高実力

者だった鄧小平は世界最大規模の三峡ダムの建設を

推進し、李鵬元首相はそのプロジェクトの遂行に尽

力した。しかし、三峡ダムは建設当初から生態環境

に悪影響を及ぼすと専門家から指摘されている。実

際の建設では、下請け会社による手抜き工事が行わ

れているとの指摘もある。今世紀のビッグプロジェ

クトは負の遺産となっているかもしれない。

同様に、江沢民政権（1993－2003年）は、西部大開発

と南水北調プロジェクト（運河を建設して長江流域の水

を水不足の黄河流域に流していくこと）に取り組んだ。西

部内陸部の経済発展を政府主導で押し上げていくこ

とを目的とする西部大開発は、経済合理性が欠如し

ている。実際に莫大なインフラ投資を行ったものの、

西部地域の経済発展には、期待したほど役立ってい

ない。南水北調にしても三峡ダムと同様に生態環境

に悪影響を及ぼす負の遺産である。

さらに、胡錦濤政権（2003－2012年）は、東北新興プ

ロジェクトを打ち出したが、頓挫した。どんなプロ

ジェクトを推進するかは、政治指導者個人の意思で

はなく、専門性の高いテクノクラートと専門家から

の提言を受け、経済性と実効性を客観的に検証して

から実行に移すべきだ。とくに実行の段階において

ガバナンス機能の強化が求められている。

マッチの弊害が十分に検証されない。

結論をいえば、社会主義国で政策決定の過ちが連

続的に行われ、それを是正する制度的メカニズムが

備わっていないことが体制の失敗につながった。そ

のなかでは、中央政府が定めた政策目標が明らかに

達成できないものであっても、国営企業などは業績

を水増しして上層部に報告する現象が日常茶飯事に

なっていた。要するに、情報の非対称性は社会主義

計画経済体制そのものが創り出している。

そもそも中央政府は人民の支持を取り付けるため、

政策目標を決めるときに実力を遥かに上回る非現実

的な指標を掲げがちである。1950年代後半、毛沢東

国家主席は英国を追い越し、米国に追いつく目標を

掲げた。その中心的な指標は鉄鋼生産量の増産だっ

た。これは大躍進運動と呼ばれている。結果的に、

全国レベルで、農民だろうが労働者だろうが、全員

が鉄鋼生産に参加させられた。しかし、生産された

のは役に立たない廃材のようなものばかりだった。

一国の政府が政策を決定し実行に移す過程を政治

学、経済学、社会学などさまざまな観点から考察し

解明することは重要である。とりわけ、政策の有効

性を検証するうえで重要な意味がある。拙稿は中国

の政策プロセスを解明するためのものである。

民主主義国家であれば政策決定プロセスでは議

会の審議を受けることになる。よって比較的透明で

見えやすくなっているが、それでも、政治、行政と

財界の暗黙知に基づいた政策の“決定”と“実行”は、

不明瞭で曖昧な部分が少なくない。米国の経済学者

であるGeorge J. Stigler教授は、1971年に「規制の経

済理論」を発表し、Capture �eory（捕獲理論）を提示

した。これは、公共利益を最大化するはずの規制は

利益集団によって「捕獲」されてしまう、との考え方

だ。George J. Stigler教授は米国のトラック業界に関

する実証研究によって、この結論を導き出した。近

代経済学の命題の一つは「大きな政府」か「小さな政

府」かとの論争がいまだに続いていることだ。しか

し、重要なのは行政に対するガバナンス機能が確立

できるかどうかである。

政治家は問題を先送りし
景気浮揚のみに関心を持つ
近年、政治学はポピュリズムに焦点をあて、政治

家が大衆に迎合して、結果的に政策トレンドは近視

眼的になりがちになっている。要するに、政治家は

構造問題の解決を先送りし、目先の景気浮揚を図る

だけである。なぜならば、大衆に迎合した方が選挙

で票を集めやすいからだ。たとえば、日本銀行は異

次元の金融緩和政策に加え、マイナス金利まで導入

している。その評価は、学会でも批判が少なくない。

ここで問われているのは、具体的な政策の是や非よ

りも、日本銀行の中央銀行としての独立性が守られ

計画経済と負の遺産1
20世紀、ソビエト連邦や東欧諸国、中国などの

社会主義国は、計画経済を導入した。計画経済では、

政策の策定と実行を含むすべての決定権限は中央政

府にある。当時、これらの国には民営企業は存在し

ていなかったため、すべての企業は国営企業だった。

国営企業が何を生産し、誰にどれぐらいの製品をい

くらで売るかもすべて政府の計画と指令に基づいて

行われる。極端にいえば、計画経済では、国営企業

は政府が決めた政策の実行部隊だった。

なぜ計画経済は失敗に終わったのだろうか。

世界銀行のチーフエコノミストだった Joseph E.  

Stiglitzはかつて、「中央集権の計画経済は資源を動

員し迅速に配分するうえで優位性がある」と述べた。

しかし、政府は企業の生産活動と消費者の需要につ

いて、完全な経済情報を入手できない。それによる

資源配分がミスマッチを起こすから計画経済が失敗

したとのコンセンサスが研究者の間では得られてい

る。要するに、情報の非対称性が計画経済に失敗を

もたらしたといわれているのだ。この議論を受けて、

世界最大の電子商取引企業アリババ会長のジャッ

ク・マー（馬雲）は、「これから人工知能（AI）が発達す

れば、情報の非対称性を克服できるようになり、計

画経済が成功するかもしれない」と主張している。

むろん、情報の非対称性は計画経済特有の現象

ではない。自由な市場経済でも情報の非対称性だ

けが存在し、ときには市場の失敗がもたらされる。

ジャック・マー会長の主張は単なる茶番にすぎず論

評に値しない。計画経済の致命傷は情報の非対称性

ではなく、政府による資源配分が恣意的に行われて

いることだ。そのうえ、中央集権の計画経済の国で

は消費者の需要が無視されがちで需要と供給のミス

序論／政策の有効性を検証する方法とは？ なぜ経済成長は鈍化したのか？

決定と実行の過程解明が重要。
暗黙知に基づく中国では困難

中国の政策決定メカニズムを
7つの視点で解明する
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ら権力集中を図った。その手法として、反腐敗キャ

ンペーンを大々的に繰り広げたわけだ。

もともとガバナンス機能が欠如している専制政治

において、幹部が腐敗するのは必然的な結果である。

1989年6月に起きた天安門事件は、学生と市民が民

主化を求めると同時に、反腐敗を求めた。天安門事

件で趙紫陽総書記（当時）が失脚したのを受け、上海

市書記だった江沢民氏が抜擢され、総書記と国家主

席に就任した。しかし、江沢民政権で共産党幹部の

腐敗が加速していったのは事実だ。江沢民国家主席

（当時）は部下の幹部に「悶声発大財」（黙って金を大儲

けしよう）と繰り返して訓話したといわれている。こ

の鶴の一声で政治家と役人はいっせいに金儲けに 

走った。

2016年10月、共産党第18回大会中央委員会が開

かれ、習近平総書記を核心とすることが決議され

た。前任者の江沢民元国家主席と胡錦濤前国家主席

はすでに高齢となり、習近平国家主席を牽制する力

はもはや持っていない。反腐敗は彼らのブレーンた

ちにまで及んだ。たとえば、胡錦濤前国家主席の秘

書官・共産党中央委員会弁公室主任だった令計画が

腐敗によって追放され、無期懲役を宣告された。習

近平国家主席の権力基盤固めは予想以上に順調に進 

んだ。

残りの問題はいかに継続的に強化していくかにあ

る。そのために、有効な政策を決定し、それを実行

に移さなければならない。日本でも、政府の省庁間

の縦割り組織は政策執行の妨げになることが多いと

いわれている。それだけでなく、大企業内部におい

ても縦割りの組織づくりによって、組織間の連携が

妨げられるのは周知の通りである。中国でも政府部

門は縦割りとなっているため、政策決定と政策執行

の効率化は実現されない。さもなければ、間違った

政策が決定されてしまう。習近平政権になってから、

政策実行力を強化するために、省庁間の連携を強化

し、異なる省庁に跨る「領導小組」を設置し、省庁間

の隔たりを是正しようとしている。「領導小組」は日

本でいえば、審議会や委員会のようなものであるが、

日本の審議会と委員会よりも権限が遥かに強い。

1980年に「中央財経領導小組」が設置された。役

割は財政、金融およびエネルギーなどにかかわる制

といわれている（図表1参照）。

これまでの40年間の経済政策は、基本的に鄧小

平がプラグマティズムの考えに基づいて、経済成長

のみ目指した。それに対して、ロシアと東欧諸国は、

ショック療法により国有企業を含むすべての国有財

産を民営化していった。市場機構と市場環境が十分

に整備されないなかで性急に民営化を進めたため、

短期的に経済は大幅に減速し、混乱に陥った。

習近平指導体制の政策執行3

胡錦濤政権の時代、国家主席として政策を決定し

ても、額面通りに実施されないことがあったといわ

れている。これに対し当時の官僚が「政令不出中南

海」（政令が中南海の外へ出ることがない）と感嘆したとい

われている。胡錦濤前国家主席は鄧小平が生前指名

した最後の後継者だった。ただし、胡錦濤が国家主

席に就任したあとも、その前任者の江沢民元国家主

席は影響力を残し、胡錦濤政権の政策執行を牽制し

ていた。

習近平国家主席が就任した当初、中国内外の専門

家は改革の加速を期待していた。胡錦濤政権の10年

間は改革が遅れた、いわゆる「失われた10年間」を

喫した。習近平政権の誕生でそれに終止符が打たれ、

改革が再スタートすると予測されていたのだ。胡錦

濤政権が改革を続けられなかった背景には、権力を

十分に掌握していなかったことがあるといわれてい

る。したがって、習近平国家主席は就任したときか

被害はそれだけでなかった。農業が荒廃し、1950年

代末に中国で大飢饉が起きて、数千万人の餓死者が

出たといわれている。

このような大惨事はまさに間違った政策決定とそ

の過ちを是正することができなかった結末といえる。

原因は、専制政治ゆえのトップダウンの政策決定メ

カニズムにあり、現場に近い官僚はトップダウンで

決められた政策に対して異議を唱えることができな

いことにある。大飢饉をもたらした大躍進政策を決

定した毛沢東を批判した劉少奇（元国家主席）や彭徳

懐（元国防大臣）はいずれものちに粛清されてしまっ

た。専制政治の最大の欠陥は、自浄能力の欠如で 

ある。

1976年9月、毛沢東が死去したあと、江青女史を

はじめとする「四人組」が実質的なクーデターによっ

て追放され鄧小平は復権を果たした。その後、鄧小

平は専制政治の弊害、とりわけ個人崇拝の是正を目

的として、集団指導体制を提案し、同時に一人の指

導者が長期にわたって権力に君臨する独裁を回避す

るために、指導者の任期制（定年制）が導入された。共

産党の指導体制を維持しながら、その弊害の一部を

克服する鄧小平の提案は中国国内で高く評価されて

いる。

冷戦終結後の制度選択2
1990年代の初頭、ソビエト連邦が崩壊するとと

もに、東西冷戦が終結した。その背景には、東側の

社会主義国の経済運営が一様に失敗したことがあ

る。ただし、社会主義国のその後の針路は同じもの

ではなかった。ソビエト連邦と東欧諸国は民主化の

道を選んで歩んだ。東アジアでは、ベトナムが選挙

制度を採り入れた。北朝鮮は依然として鎖国した独

裁体制を続けている。中国は市場開放を推進しなが

ら、経済発展を促す半面、共産党指導体制を堅持し

ている。

冷戦の終結について、米国スタンフォード大学の

Francis Y. Fukuyama教授（政治学）は歴史の終焉と予言

した。むろん、その後のロシアと東欧諸国の歩みを

みると、民主主義体制に移行したものの、ロシアの

ようにプーチン大統領による実質的な独裁体制が続

いている。それに対して、中国では、鄧小平によっ

て提案された集団指導体制は、習近平政権によって

完全にひっくり返された。以降、共産党中央委員会

総書記兼国家主席である習近平への個人崇拝が急

ピッチで進められている。2018年3月の全人代では

憲法が改正され、指導者の定年制が廃止されてし

まった。

では、集団指導体制と個人崇拝の政治体制の最大

の違いはどこにあるのだろうか。鄧小平によって提

案された集団指導体制は、共産党の指導体制を堅持

すると同時に、共産党内の民主化の実現が期待され

ている。問題は、共産党一党支配体制において権力

が最高指導者個人に集中しすぎることにある。毛沢

東が死去した直後の中国で長老指導者のほとんどは

毛政治の被害者だったうえ、鄧小平自身も毛沢東と

同等の権威を確立することができなかった。結果的

に、集団指導体制は当時の中国政治情勢でもっとも

座りがよかった。

そこから40年の歳月が経過した今の中国政治情勢

をみると、習近平国家主席の権力のバランスをとる

政治勢力も指導者も実質的に存在しない。習近平政

権が誕生する前には、生まれてくる習近平政権の正

当性について異議を唱える政治家、たとえば薄熙来

元重慶市共産党書記などがいたが、そのほとんどは

その後の反腐敗キャンペーンで追放されてしまった。

習近平政権にとり、反腐敗キャンペーンは政敵を追

放する絶好の口実であり、ツールとなっている。

中国国家監察委員会の発表によると、これまでの

6年間、合計200万人以上の腐敗幹部が追放された

市
場
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図表1 ● 習近平政権によって追放された腐敗幹部の人数（2013－2018年）

資料：中国国家監察委員会
2013年
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界自身が考えることである。政府が産業界に対して

直接指示を出すという考え方はない。

日本はもともと産業界の連携の強い国であり、ま

た、政府との連携も強い。政府による企業への直接

的な補助金はそれほど多くないが、行政サービスと

政府の買い付けは産業発展をリードする指南役とし

て予想以上に重要な役割を果たしてきた。中小企業

に対する金融支援はその典型だ。

2017年、北京大学で産業政策の必要性と有効性に

関する激論が展開された。この激論の参加者は、張

維迎教授（経済学）と林毅夫教授（同）だった。張教授

は英国オックスフォード大学で経済学博士号を取得

したリベラルな経済学者（指導教官はJames A. Mirrlees教

授）である。林教授は台湾出身で1980年代、徴兵さ

れ大陸に近い金門島に配属されたとき、海に飛び込

み、福建省に泳ぎ着き、大陸に亡命した。中国大陸

で優遇される林教授は北京大学に進学した。卒業後、

シカゴ大学に国費で留学し、同大学で博士号（経済

学）を取得した。のちにJoseph E. Stiglitzの後任として

世界銀行のチーフエコノミストに就任している。当

時の世界銀行の総裁は米国きっての親中派Robert B. 

Zoellick氏だった。

産業政策に関する両氏の論争で林教授は戦後日本

の鉄鋼政策と自動車政策の成功例をあげ、中国も同

様な産業政策を実施すべきと力説した。それに対し

て、張教授は政府主導の産業政策は、資源配分のミ

スマッチをもたらすものと指摘する。産業の発展は

企業および産業に任せるべきと主張する。2人の経

済学者の主張はそれぞれ一理あるようだが、産業政

策の必要性と有効性を議論する前に、まず、産業政

策を実施する前提を明らかにする必要がある。残念

ながら、それに関する議論は十分に行われていない。

これまで40年間の「改革・開放」政策を振り返れ

ば、中国では合計13回もの5カ年計画（正式には「国民

経済計画」）を発表し実施してきた。これらの5カ年計

画の中核的な部分はまさに産業政策である。問題は

5カ年計画の実施においてその主役は企業ではなく、

政府である。結局のところ、毎年のように計画が発

表され実施されるが、その目標を達成できたかどう

かについてほとんど検証されることがない。

こうしたなかで新たに考案されたのは、「中国製

企業改革や過剰設備の削減といった構造問題を解決

しなければならないことだ。李克強首相は人民銀行

（中央銀行）や財政部などに景気刺激策の実施を指示

できるが、それだけでは、中国の景気は上向くこと

がない。構造問題の解決について、李克強首相には

その権限がない。それはまさに中央財経領導小組の

組長である習近平国家主席の権限である。

一方、人民銀行は国務院の景気刺激要求に呼応し

て金融緩和策を実施しているが、中国では人民銀行

が利下げを実施する代わりに、多くの場合、預金準

備率を操作することが多く、それに、公開市場操作

を実施する。問題は国有銀行の改革が遅れ、中小民

営企業の資金需要に応える中小金融機関が十分に

育っていないため、中小民営企業の資金難が解決さ

れていないことだ。

そして、長い間、中国経済が頼ってきたインフラ

整備の公共投資と国有企業の設備投資は国家財政、

とりわけ地方財政に過剰債務をもたらし新規投資を

行う余裕がなくなっているため、景気の牽引力とし

ての力が弱まっている。

中国における
産業政策に関する論争5

いろいろな意味で、戦後の日本経済の発展は中国

をはじめとする東アジア諸国にとって良い手本に

なっている。日本の種々の経済政策のなかで、比較

的ユニークなのは産業政策を効率よく実施したこと

ではなかろうか。欧米の先進国では、新古典派経済

学の考えにおいて産業の発展は基本的に企業と産業

返し強調していた。要するに、「経済さえ発展すれ

ば人民は共産党を支持してくれる」というのが鄧小

平の論理だった。逆に経済が発展しなくなった場合、

人民は共産党を支持しなくなる。一刻も早く豊かに

なろうとする中国人の特性からこの描写は間違って

いないが、近代経済学の教えでは、自由な市場経済

においてプライスメカニズムというアダム・スミス

が定義した「見えざる手」による資源配分こそもっ

とも効率的といわれている。専制政治において政府

が資源配分を行うと、経済効率は自ずと低下してい

くと思われている。

これまでの40年間、中国の経済政策の基本的なト

レンドは、一貫して経済成長の促進に軸足が置かれ

ている。長い間、8％の経済成長が目標に設定されて

いた。最低でも8％成長を実現しないといけないと

いうのは中国のポリシーメイカーの間のコンセンサ

スとなっている（図表3参照）。

過去40年間、中国の実質GDP伸び率は年平均9％

を超え、世界でも奇跡的な経済成長といわれている。

逆にいえば、9％以上の成長を維持できたからこそ、

中国社会は安定していたともいえる。では、なぜ中

国共産党は8％以上の経済成長を実現しないといけ

ないのだろうか。それに関するもっともオーソドッ

クスな解釈として、中国では毎年約1000万人の雇用

機会を創出する必要があり、その目標を達成するに

は、最低でも8％成長が必要であるといわれていた。

習近平政権になってから、経済成長率は著しく減速

する局面に差し掛かっている。それを受けて、習近

平政権は中国経済は従来の高成長から「中高成長」

という「新常態」（ニューノーマル）になったと指摘され

ている。このような方針転換の背景には、少なくと

も、2つの理由がある。一つは、世界で2番目の規模

になった中国経済にとり、8％成長を維持すること

はできなくなった。もう一つは生産年齢人口が減少

に転じているため、雇用の圧力がかつてほど強くな

くなった。

しかし、7％前後の成長を目標として、ポリシー

メイカーたちは政策を策定し実行に移すが、図表3

に示す通り、中国経済の減速は7％前後に止まらず、

さらに6％近辺に下げている。実は、中国経済の課

題は短期的な経済成長率を押し上げるよりも、国有

度改革と経済政策ならびにエネルギー政策のトレ

ンドなどを提案することである。加えて、1994年以

降、毎年秋に「共産党中央経済工作会議」が開かれて

いる。この経済工作会議は中国共産党中央委員会と

国務院による共催で役割は短期的な経済情勢につい

て討議し経済政策のトレンドを決定することである。

現在、習近平国家主席は「中央財経領導小組」の組長

を兼務している。

そのほかに、習近平政権になってから、習近平国

家主席自らを組長とする新たな「小組」が3つほど新

設された（図表2参照）。具体的に、①「中央深化改革領

導小組」、②「中央網絡安全と情報化領導小組」、③

「中央軍事委員会深化国防と軍隊改革領導小組」で

ある。これらの「小組」を設立した狙いは次の通りだ。

①の「中央深化改革領導小組」は人事権の掌握、②の

「中央網絡安全と情報化領導小組」はマスコミとイン

ターネットの管理強化、③の「中央軍事委員会深化

国防と軍隊改革領導小組」は人民解放軍に対する指

導権の掌握である。この4つの小組の組長に就任し

たことから、習近平国家主席は共産党指導体制の核

心的存在になったのである。

中国の経済政策の決定4
中国では、民主主義の選挙制度が導入されていな

いため、共産党はその統治体制の正当性を立証でき

ないという欠陥がある。この欠陥を回避するために、

最高実力者だった鄧小平は「発展こそこのうえない

道理だ」（発展才是硬道理）と経済発展の重要性を繰り

構
造
問
題
を
解
決
し
な
け
れ
ば
国
の
安
定
は
維
持
で
き
な
い
。

図表2 ● 習近平国家主席が「組長」を兼務する「領導小組」

名　称 設立時期 役　割

中央財経領導小組 1980年
財政、金融、エネルギーなど経
済全般の制度改革と政策決定
を司る

中央深化改革領導小組 2013年 共産党組織と行政改革ならび
に人事を決定する

中央網絡安全と情報化領導
小組 2014年 インターネットの管理体制と情

報化政策を決定する

中央軍事委員会深化国防と
軍隊改革領導小組 2014年 国防戦略と人民解放軍組織改

革を司る

資料：中国国家統計局

資料：中国共産党中央委員会

注： 中央財経領導小組は前政権からの継承以外、残りの2つはいずれも習近平政権になってから新しく設立され
たもの

図表3 ● 実質GDP伸び率と消費者物価指数（前年＝100）
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という修飾語の意味は「共産党指導の下で」という

言葉に置き換えることができる。この体制は共産党

指導が前提となっているということである。

中国の現行の経済システムは、共産党指導下の

社会主義市場経済であるということである。それで

もわかりにくいかもしれない。もう少し深く追求す

れば、生産や販売といった経済活動について、原則

的に自由に行っていいが、所得分配については共産

党指導の下で行われる。要するに、資本家だろうが、

労働者だろうが、個人の財産所有権が国益に抵触し

た場合、それが保障されないということがある。

中国の制度設計について、民営企業に金融サービ

スを供給する民営銀行が設立されていないだけでな

く、政府の買い付けプロジェクトでも民営企業はほ

とんど門前払いされてしまう。民営企業が受けるこ

のような差別的な扱いについて、前述の北京大学の

張維迎教授は「所有制差別」と定義している。日本の

商工会議所に相当する中華全国工商連合会が発行す

る「中国民営企業発展報告2018」によると、民営企

業が設立されてから倒産するまでの平均寿命は3年

未満といわれている。ちなみに、米国では民営企業

の平均寿命は40年以上である。

問題は社会主義体制が失敗したのは国有企業の非

効率性に原因があり、民営企業が創った付加価値を

国有企業に補助金として与えるのは公平性を欠いて

いることだ。このやり方は明らかに持続不可能であ

る。結論をいえば、国家の役割か市場の役割かを議

論する前に、中国は本物の市場経済に移行しなけれ

ばならないということである。

がある。専門のシンクタンクに研究プロジェクトと

して外注して、その報告書をもとに共産党中央委員

会や国務院に報告するやり方はもっとも無難である。

こうしてみれば、中国の政府系シンクタンクの研

究と米国のシンクタンクの研究を比べた場合、質的

に異なることがわかる。米国のシンクタンクは民主

党系と共和党系など理念が異なる場合があるが、基

本的に独立した研究によって得られた成果をもとに

政策提言を行う。民主主義国におけるリベラルな研

究の主な消費者は国民である。この点において決定

的に異なる。

国家の役割と市場の役割7
近代経済学の基本的な命題は需要と供給が均衡す

る状態をいかに維持していくかにある。そのために、

金融政策と財政政策からなる最適なポリシーミック

スが考案される。このなかで、もっとも重要な論点

は国家の役割と市場の役割のバランスをどのように

取るかにある。

前述のように、自由な市場経済においてプライス

メカニズムは効率よく資源配分を行ううえで重要な

役割を果たすものであるが、市場において需要と供

給に関する情報の非対称性が存在するため、市場の

失敗が同様に起きうる。それを補完するのは国家（政

府）の役割である。ケインズ経済学はとくに政府のこ

うした補完的な役割を重要視するものである。

問題は、中国が自由な市場経済ではないことであ

る。中国共産党は現在、経済システムを「中国の特

色ある社会主義市場経済」と定義している。そもそ

もマルクスとレーニンが定義した社会主義は公有

制と平等の所得分配を前提にしている。資本家は労

働者を搾取する罪びとであり、打倒されなければな

らない。それに対して、市場経済の基本は自由で資

本家と労働者が協力する存在になっている。しかも、

労働者も起業ができ、資本家になりうる。逆に、資

本家は経営に失敗すれば、労働者になることも多い。

マルクスとレーニンの階級論は明らかに静学的なも

のであり、現実から大きく乖離している。

社会主義と市場経済は水と油の関係にあり、相い

れない存在である。そのうえで、「中国の特色ある」

究成果を公表できない場合がある。結果的に、民間

シンクタンクの多くは企業に情報サービスを提供す

るコンサルティングになっている。

ちなみに、中国でもっとも活躍している民間シン

クタンクは、北京天則経済研究所である。この研究

所は中国人経済学者・茅于軾などが発起人となって、

1993年に設立されたものだ。国家の基本方針に反し

て、国有企業の民営化などに関する研究を行ったと

して、免許が取り消され、ウェブサイトも閉鎖させ

られた。

現在、リベラルな研究者のほとんどは大学に散在

して、インターネットで発言を試みている。ただし、

中国のインターネットは前掲の図表2にある「中央

網絡安全と情報化領導小組」の管理の下で、リベラ

ルの研究者の多くは、SNSのアカウントが取り消さ

れ、情報発信ができなくなっている。

一方、現在の中国で重要な役割を果たしているの

は、政府系シンクタンクである。図表4に示したの

は、中国共産党中央委員会ならびに国務院が認定し

た国家レベルのシンクタンクの分類である。

シンクタンクにとり、国家認定を受ければ、政府

機関から委託研究を受注することができるメリット

がある。その直属の政府機関から委託研究を受ける

場合、経済メリットも大きいが、同時に名誉ともな

る。直属政府機関以外の政府機関から委託研究を受

ければ、その経済メリットはさらに大きい。とくに、

中国のシンクタンクの場合、委託研究費の2～3割

を管理費として研究所に納めれば、残りのすべての

研究費は研究チームが自由に使うことができる。わ

かりやすくいえば、中国のシンクタンクにとり、直

属の政府機関から委託される研究はいわば本業であ

る。それ以外の政府機関および企業や団体からの受

託研究は副業となる。この点は日本のシンクタンク

が行う受託研究と大きく異なるところである。

一方、政府機関にとり、国家認定シンクタンクに

有償で委託研究を外注するメリットが大きい。たと

えば、ある地方政府は地下鉄建設プロジェクトの

フィージビリティスタディを国家認定のシンクタ

ンクに委託した場合、許認可を得やすいことがある。

また、政府機関の責任者（たとえば、大臣など）は共産党

中央委員会や国務院に経済活動報告を提出する必要

造2025」の産業育成戦略である。「中国製造2025」は

情報通信機器などハイテク製造業の育成が主な狙い

となっている。

これまでの30余年の外資導入政策により、中国

企業は外国企業の下請けとなり、中国は輸出製造

企業が集約する世界の工場にまで成長した。しかし、

ハーバードビジネスレビューにも度々取り上げられ

る有名な事例だが、米国カリフォルニアで開発・デ

ザインされているアップル社のアイフォーンは中国

で組み立てられているが、仮に1台が1000ドルする

アイフォーンでも中国が得る売り上げはわずか7ド

ルといわれている。世界2位の経済規模を誇る中国

経済は、いつまでも世界の工場のステータスに安住

するわけにはいけない。当然のことだが、中国は低

付加価値の生産加工からハイテク産業へと産業構造

の高度化を図ろうとする。その戦略はまさに「中国

製造2025」である。残念ながら、習近平国家主席の

肝いりのこの世紀の大戦略は、米国トランプ大統領

によって阻まれている。

政策決定における
シンクタンクの役割6

政策の立案においてもっとも重要な作業は、当該

分野のデータを正しく収集し正しく解析することに

ある。中国には、純粋な民間シンクタンクはほとん

ど存在していなかった。「改革・開放」政策以降、小

規模な民間のシンクタンクが設立されているが、影

響力は予想通り小さい。原因の一つは、民間のシン

クタンクによるデータ収集が原則として禁止されて

いることだ。もう一つは、研究内容によってその研

民
営
企
業
よ
り
国
営
企
業
を
優
先
す
る
現
政
策
は
持
続
不
可
能
。

図表4 ● 中国国家認定のシンクタンク（計25社）とその所属

分　類 所　属 社数 具体例

第1分類 政府機関、主に
中央政府 10社

社会科学院、国務院発展研究セン
ター、発展改革委員会マクロ経済
研究院、国家行政学院など

第2分類 大学および国営
研究機関 12社

北京大学国家発展研究院、清華大
学国情研究院、復旦大学中国研究
院など

第3分類 国有企業 1社 中国石油経済技術研究院

第4分類 独立系 2社 深せん綜合開発研究院、中国国際
経済交流センター

資料：中国国務院
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でトランプ大統領は中国を仮想の敵に仕立てるかど

うかである。

経済成長の維持には政策決定の
プロセスとメカニズムの改善が必要
最後に、今後の国際情勢を占ううえで重要なポイ

ントは、中国が今後のグローバル戦略としてもっぱ

ら国際影響力を強化しようとするかどうかだ。中国

の政策決定のプロセスを点検した結果、ポリシーメ

イカーたちが市場と対話するアナウンスメントが欠

如している。すなわち、市場がポリシーメイカーか

ら受け取るメッセージは、著しく不足している。一

方、ポリシーメイカーたちは市場から情報を汲み取

るよりも、指導者に迎合することを優先しがちであ

る。だからこそ政策面の過ちを繰り返す羽目になる。

中国経済が1人当たりGDP1000ドル未満の時代は

ともかく、今は9000ドルを超えている。経済成長を

持続していくならば、中国政府は政策決定のプロセ

スとメカニズムを改善する必要がある。

近平政権にとって、不運なのは米国との貿易戦争

が日増しに激化していることである。中国は外国に

よる制裁に屈する国ではない。むろん、米国の制裁

関税は中国経済にダメージを与えるが、耐えられな

いほどの痛みではない。トランプ政権は、短ければ

2020年の冬に退陣する可能性がある。中国にとって

最悪なシナリオでも、2024年の冬には必ず退陣する。

中国政府にとって最悪な場合でも、あと5年余りを

耐えれば、痛みが解消されると期待されている。

日本人の考え方からすれば、5年余りはもとより、

あと1年間でも我慢することができない。だからこ

そかつての日米貿易摩擦のとき、日本は折れて米国

に妥協したのだった。

痛みを耐える意味は、誰かを犠牲にするというこ

とである。日米貿易摩擦のとき、日本は自動車産業

を犠牲にしたくなかった。米中貿易戦争は中国にと

り輸出製造業の一部が痛みを被るほか、ファーウェ

イなどのハイテク企業が制裁されている。輸出製造

企業について、中国政府は減税措置などを講じて保

護するとしている。ファーウェイなどのハイテク企

業を中国政府は何としても保護しなければならない。

だからこそ徹底抗戦の姿勢を示している。

それに対して、貿易戦争が長期化していった場合、

トランプ大統領は次期大統領選で農家の票とウォー

ル街の票を失う可能性がある。トランプ大統領にと

りこれからの大統領選はどこまで有権者を説得で

きるかにかかっている。3年前の大統領選でトラン

プは、米国を再び偉大な国家にすると叫んで、ヒラ

リー・クリントン候補に勝利した。今度の大統領選

ナスサムゲームとなる。それがプラスサムゲームに

転じるのは改革から一定の時間が経ってからである。

それゆえ、制度改革によって不利益を被る既得権益

集団は必ず抵抗してくる。これこそ改革を行ってい

くうえでの高いハードルとなる。

そのなかで改革を推進するには、強い原動力が必

要である。物理学的に見て、原動力は往々にして圧

力から来る。国内において改革を推進していくイン

センティブが強くなければ、改革は進まない。比較

的やりやすいのは市場を段階的に開放して、そのな

かで外圧を利用して、改革を推進していく方法だ。

振り返れば、中国で、改革が進んだ時期は、市場

が開放された時期とたいてい重なる。2001年に中国

は世界貿易機関（WTO）加盟を果たした。その前から

市場開放を進めた。実は中国の市場経済の基本的な

構図はまさに1990年代の後半にWTO加盟に向け

た市場開放と同時に行われた市場経済改革によっ

て完成したものだった。その改革のボーナスとして、

2001年以降の高成長につながった。

このような論点整理を踏まえれば、目下の経済成

長の減速は改革の遅れに原因があって、強いていえ

ば、市場開放の遅れが原因であるといえる。米中貿

易戦争をポジティブに捉えるなら大胆な市場開放

を進めることができれば、改革は再び深化していけ

るきっかけとなる。そうなれば、中国経済は再び成

長軌道に乗る可能性が十分にありうる。残念ながら、

今の中国社会と中国経済の実状を考察すれば、統制

経済に逆戻りしているようにみえる。

強国を目指す中国が
米国の制裁関税に屈しない理由
中国経済は明らかに減速しているのに、中国政府

は国際社会での影響力を強化しようとしている。習

市場開放、制度改革と
経済発展の関係性
前掲の図表3に示したように、中国経済は急減速

している。中国の公式統計では2019年第1四半期の

成長率は6.4％、第2四半期は6.2％と景気減速が下

げ止まっていない。一般的に新興国経済は何らかの

原因により、成長が一時的に減速しても、その後リ

バウンドして、いわゆるV字回復を果たすことが多

い。1997年に起きたアジア通貨危機のとき、東アジ

アの多くの国の経済は一時的に大きく減速したが、

すぐさま回復した。

では、減速している中国経済は今後、回復する可

能性があるのだろうか。

中国経済のファンダメンタルズを考察すれば、世

界2位の経済規模、世界の工場としてのステータス、

世界の市場としての潜在性、ほぼ完壁に整備されて

いるインフラ基盤、新興国のなかでも突出する教育

水準の高さなどから中国経済はこのまま停滞してい

くとは予想しにくい。中国の経済成長を妨げている

のは、制度改革の遅れである。いかなる制度改革も

経済学的にみれば、短期的にゼロサムゲームかマイ

結論／ V字回復するには何が必要か？

制度改革こそ中国復活の鍵を握る
米中貿易摩擦を外圧に利用せよ

市
場
が
ポ
リ
シ
ー
メ
イ
カ
ー
か
ら
受
け
取
る
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
著
し
く
不
足
。

●	中国は法治国家ではないが、人治国家でもない。共産党の党治国家である
●	中国の政策の目標は一貫して経済成長の促進にあるが、制度改革が遅れている
●	制度改革の遅れは逆に経済成長の妨げになっている
●	中国政府の政策決定には、シンクタンクは重要な役割を果たしている
●	中国には民間のシンクタンクは皆無に近い。ほとんどは政府系シンクタンクである
●	政府系シンクタンクは政府に対して「策略」を提言する役割を果たしている
●	中国政府の政策執行はアナウンスメント効果がなく、行政から国有企業へと伝達される
●	市場経済の制度が構築されなければ、有効な政策執行は難しい

政策的インプリケーション

図表5 ● 市場開放、制度改革と経済発展の関係性

資料：筆者作成

①市場開放

③経済発展②制度改革
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